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研究成果の概要（和文）：本研究は、国際機関の規制の空洞を埋めるために急速に普及が進むプライベート・ソ
ーシャル・レジーム（PSR）の効果的な成長の条件を明らかにすることを目的としている。分析により、①PSRの
基準の厳格性と普及には一定のトレードオフ関係があり、主導PSRのマーケットでの普及が進む前に厳格な基準
を設定するとPSRの有効性が低下すること、②PSRの比較ベンチマークキング・スキームは、審査が弛緩するケー
ス（水産など）があり、PSRの有効性を高める効果が限られ、メタガバナーのメタガバナンスが必要となるこ
と、③途上国の市場規模の拡大は、PSRの普及を阻害する要因には必ずしもなっていないことなどが明らかにな
った。

研究成果の概要（英文）：This study aims at clarifying the conditions for effective growth of private
 social regimes (PSRs) which proliferate rapidly in order to fill the regulatory gap of 
international organizations. Through the analysis, it found, firstly, that the PSR's effectiveness 
declines if it introduces very strict criteria before entering into the cascade stage due to the 
trade-off relation between the strictness of criteria and proliferation. Secondly, it found that 
comparative benchmarking schemes for PSRs, in some cases such as the benchmarking scheme for 
fisheries PSRs, become loose in benchmarking assessment, and that in such cases the improvement 
effect for PSRs is limited and meta-governance efforts of the meta-governance schemes is needed. 
Thirdly, it found that the market growth of developing countries is not always hampering the 
proliferation of PSRs.

研究分野：地球環境ガバナンス

キーワード： プライベート・レジーム　世界市民社会論　認証制度　メタ・ガバナンス　有効性　NGO　サステイナビ
リティ
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研究成果の学術的意義や社会的意義
企業の自発性や啓発されたマーケットの力によりサステイナビリティや社会的公正性を推進しようとするPSR
は、森林、水産、農業、気候変動、鉱物資源など各分野で急速に普及が進み、多数のPSRが設立されている。し
かしながら、既存の研究では、競合するPSR間の競争が、PSRの基準の上向きの競争をもたらすのか、底辺への競
争をもたらすのかに着目する余り、量的な普及も含めたPSRの効果的な成長の条件の分析は脇に置かれていた。
この点を明らかにすることに貢献した本研究は、未開拓の重要課題に切り込むもので、高い学術的、社会的な意
義を有するものであった。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
民間アクターにより構築されたプライベート・ソーシャル・レジーム（PSR）は、経済のグロ
ーバル化の負の側面を是正することを目的に、冷戦終焉後に次々と設立されるようになった。代
表的なものとして、林業の FSC（Forest Stewardship Council）、天然漁業の MSC（Marine 
Stewardship Council）、養殖の ASC（Aquaculture Stewardship Council）、農業及び養殖の
GLOBALGAP、パームオイルの RSPO（Roundtable on Sustainable Palm Oil）などの認証ス
キームがある。PSR の急増の背景には、森林条約の不成立、ポスト京都議定書交渉の停滞、国
際労働機関諸条約（最低賃金決定条約など）の低い批准率に見られるように、環境や労働規制の
「底辺への競争」を国際機関が是正することに失敗していることがある。PSR は民間の規制に
より、このような公的機関の「規制の空洞」を埋めようとするものである。 
 PSRについては、学術的には 2000年代中頃から国際関係、経営学の分野で精力的に研究され
るようになった。PSRは参入障壁が低いため、NGOが中心となり形成された主導的 PSRは、
その厳格性を嫌う業界や政府により構築された緩やかな対抗 PSRの挑戦を受けることが多い。
こうして同一分野に複数の PSR が競合するなか、主導的 PSR が基準を弛緩させていったり、
逆にゆるい PSRが基準を厳格化させていくなどの相互作用が発生する。世界の研究者たちは、
PSR間の競合が PSRの基準などの「底辺への競争」をもたらすのか「上向きへの競争」をもた
らすのか、また PSR間の均質化をもたらすのか断片化をもたらすのか、について盛んに研究を
行っていた。しかしながら、既存の研究は基準の厳格性は高いほどよいという仮定に立っており、
厳格性と普及のトレードオフの関係を十分に考慮できていなかった。レジーム有効性の観点に
立つと、一定の厳格性の緩和は、そのマイナス効果を相殺するに十分な普及効果を生み出すなら、
必ずしも悪いと言えない。逆に過度な厳格性は企業の参加を妨げ、PSR の有効性を低下させる
恐れがある。言い換えれば、PSRは、厳格性と普及を併せて評価される必要があった。また、主
導 PSR と対抗 PSR が相互作用するならば、レジーム単体だけでなく、複合体としてもその有
効性が評価される必要があった。しかしながら、このような視点に立った研究はこれまで行われ
てこなかった。 
 
 
２．研究の目的 
 本研究は、林業、水産、養殖などの各分野に形成されたサステイナビリティ認証スキームとし
ての PSRの有効性を左右する要因として、①PSRの厳格性の設定水準、②各アクター（国際機
関、政府、NGO、企業）によるメタ・ガバナンスの供給、③背景要因（社会的圧力や機運、途上
国市場の拡大など）に着目し、PSR およびその複合体の有効性を左右する要因を明らかにする
ことを目的としている。より具体的には、認証スキームは、参加企業数が増加するにつれてブラ
ンド効果が高まるため、閾値を超えると参加企業数が加速度的に増大するカスケード現象が起
きる。よって、主導 PSRはいち早くカスケードの段階に達する必要があるが、基準がゆるすぎ
ると正当性の危機に陥る。逆に基準が厳格でありすぎると、普及せず、対抗 PSRとの競争で不
利に立たされる。よって、主導 PSRはカスケードに達するまでは基準を中程度にとどめなけれ
ばならない。また、政府や大企業などによる PSR の調達条件化や外部の組織による PSR の比
較ベンチマーキングが行われると、そのメタ・ガバニング機能を通じて PSR および PSR 複合
体が有効性を高めていくと考えられた。また、法化水準の低い分野では国際機関がメタ・ガバナ
ーとしてオーケストレーションに積極的に取り組むと考えられるため、PSR の有効性は高まる
と考えられた。背景要因としては、サステイナビリティを求める社会的圧力ないし気運の高まり
は、認証に参画することにより企業ブランドの保護ないし向上効果が得られるため、PSR およ
び PSR複合体の有効性を高めると考えられた。他方で、途上国市場規模の拡大は安価な非認証
商品に対する需要を増大させるため、PSRおよび PSR複合体の有効性を低下させると考えられ
た。 
 このように本研究は、競合する PSR間の相互作用の帰結に焦点を置く現在の学術的論争から
一歩踏み出し、レジーム有効性の観点から PSRおよびその複合体の効果的な成長の条件を、分
野横断的事例研究を通じて明らかにしようとするもので、非常に斬新な研究課題である。本研究
の結果として、PSR のマネージャーが戦略的に基準の厳格性を設定・調整してり、またメタ・
ガバナーがより効果的なメタ・ガバナンスに取り組めるようになると期待される。国内的には、
オリンピックの東京開催が決まったものの、ロンドン、リオで調達条件として採用された信頼性
の高い国際認証の普及が国内では進んでいないため、国内産品が供給できない自体が危惧され
ていた。また、環太平洋パートナーシップ（TPP）協定や 2国間自由貿易協定（FTA）への参加
により日本の農産品の海外輸出に政府、業界は力を入れるようになっているが、PSR 認証が事
実上の参入条件となっている国が多いため、国内普及の遅れが輸出の大きな障害となり得た。日
本国内での PSRの普及の遅れの 1つの大きな原因として、PSRについての研究が国内では乏し
く、PSRに対する社会的な無理解がある。よって、本研究は PSRの知的基盤を国内で構築する
ことで、PSRの健全な普及にも寄与するという重要な社会的目的も有している。 



 
 
３．研究の方法 
 PSR の有効性は、PSR の基準の厳格性と認証商品量、市場シェアで評価される。厳格性の判断
は外部団体が実施したベンチマーキング比較分析、各 PSR の基準文書から評価していく。認証商
品量ないし市場シェアは各 PSR のウエブサイトで提供されているので、それを活用する。認証普
及のカスケードは認証商品量を経時的にグラフ化して確認する。法化の水準については、
International Organization の法化（Legalization）特別号（Vol.54，No.4，2000）により提示
された法化の三要素（義務性、明確性、権限の委譲性）とその分析に依拠する。調達条件化は政
府、企業、団体などのウエブサイトに掲示の調達基準に関する情報を収集する。ベンチマーキン
グ分析については、ベンチマーキング評価を行う組織・団体のウエブサイトに掲載されている評
価報告書を利用する。社会的圧力や機運はリオ＋20、SDGs、オリンピック・パラリンピックの開
催などサステイナビリティに対する大きなイベントに着目する。途上国の市場規模は IMF の GDP
データセット、FAO の農産品データセットなどを活用する。企業による認知的学習・啓発および
規範の内面化、対抗 PSR による「規範の自縄自縛」などの社会構成主義的プロセスはプロセスト
レーシングとインタビュー調査を通じて明らかにしていく。 
 
 
４．研究成果 
 本研究で重点的な事例分析の対象となったのは、林業、天然漁業、養殖業、農業であり、研究
により以下のことが明らかになった。 
第一に、林業では、NGO が中心となり発足した FSC（主導 PSR）に対して、各国で業界や政府
主導でローカル認証制度が対抗 PSR として設立されていった。それらには、カナダの CSA
（Canadian Standards Association）やアメリカの SFI（Sustainable Forestry Initiatives）
などが含まれる。また、各国のローカル認証制度を相互承認するスキームとして、PEFC（Program 
for the Endorsement of Forest Certification）が設立され、ローカル認証制度のベンチマー
キング・スキームとして機能し始める。こうして、FSC と PEFC がシェアを巡り競争するなか、
基準の厳格性のために FSC は認証面積において PEFC に大きく遅れを取ることになり、カスケー
ドの段階に入れない状態が続いた。他方で、PEFC は相互承認の基準がゆるく NGO から批判を浴
びることになった。さらに、PEFC はイギリス政府の調達基準から外され、また EUTR（EU 木材規
則）の実施にあたって各 PSR の厳格性の評価が行われたため、PEFC は FSC を参考に基準を厳格
化させざるを得なくなり、同質性を高めていったことが明らかになった。FSC が基準を改定する
と、PEFC がそれを参照して相互承認基準を改定するという相互作用が成立していた。他方で、
FSC は PEFC との競争上の必要性から基準の緩和ないし柔軟化（新規のプランテーションを認証
対象に含めるなど）が実施され、FERN, Robin Wood などの NGO から厳しく批判を浴びた。さら
に、再生紙を認証対象に含めるなどしてロゴマークのマーケットでの認知の向上に努めた。その
結果、FSC 認証の取得数が大きく伸びることになり、カスケード・ステージ入ることに成功した。
基準が緩和されたため、認証の量的な普及ほど FSC の有効性が高まっているわけではないが、中
国など途上国でも FSC 認証の取得が大幅に伸びている。結果として、FSC 認証は世界の丸太生産
量に対して 22.6％（2016 年）、木材市場の 15.8％（2017 年）に達して、基準緩和のマイナス要
素を相殺する状況になっている。そのため、途上国の市場規模の拡大が主導 PSR である FSC の普
及を妨げる状況にはなっていない。また、PEFC が FSC との同質性を高めた結果、林業の PSR レ
ジーム複合体の有効性が高まる結果となっていることが確認された。 
 第二に、天然漁業では、FSC をモデルに制度構築された MSC が主導 PSR として支配的な地位を
長年築いていた。競合する認証制度が長らく現れず、MSC は 2008 年にはカスケードの段階に入
った。以降急速に普及が進み、2018 年には世界の水揚げ量の 13％を MSC 認証漁業が占めるよう
になった。長年、MSC に対抗する認証制度が登場しなかったのは、FAO が水産認証ガイドライン
（天然漁業）を 2005 年という早い段階で公開し、強いメタ・ガバナンス機能を発揮したためで
ある。このガイドラインが FAO 責任ある漁業のための行動規範や国連公海漁業協定などに基づ
く厳格な内容であったため、MSC に対抗する業界や政府主導の認証制度を構築するインセンティ
ブに欠けていた。しかしながら、カスケードに達した MSC が認証基準の厳格化を進めるにつれ、
それに反発する各国の水産業界の主導でローカル認証制度の設立がつづき、対抗 PSR の挑戦を
受けるようになった。アラスカの水産業界が中心となり 2010 年に設立された Alaska 
Responsible Fisheries Management（AKRFM）、アイスランドの水産業界が中心となり 2011 年に
設立された Icelandic Responsible Fisheries Management（IRFM）などがその代表である。そ
の後もローカル認証制度の設立がつづいたが、明らかに FAO のガイドラインに準拠していない
にもかかわらず準拠を主張する認証制度が出てくるなど混乱が発生してきた。そのため、2013 年
には FAO の水産認証ガイドラインへの準拠性を認定する制度として Global Sustainable 
Seafood Initiative（GSSI）が発足し、2015 年からベンチマーキング制度の運用を開始してい
る。GSSI は天然だけでなく養殖の認証制度も対象としているが、2016 年には AKRFM が初めて
GSSI の認定を受け、現在 9つの認証制度が認定を受けている。GSSI は、世界の大手リテイルに
より調達基準として採用され、東京五輪の調達基準にも採用されている。GSSI は、メタ・ガバ
ナーとして、緩い基準やガバナンス水準のローカル認証制度を底上げすると期待されたが、認定



審査が緩く、明らかに GSSI の認定基準に準拠していないことが認定後に確認されても迅速に認
定を停止したり、失効させる対応を取っていないため、現在のところレジーム複合体としての有
効性を高める効果は限定的であることが明らかになった。なお、MSC については、当初の研究計
画では想定していなかった国際制度と PSR の相互作用が確認された。すなわち、MSC のマーケッ
トでの普及によりマグロ類やカジキ類などの国際漁業種でも MSC 認証を取得する動きが強まっ
た結果、各地域漁業管理機関で MSC の基準を満たせるように漁獲規制が強化される流れが起き
ており、MSC は天然漁業の国際制度の法化水準を上げる効果をもたらしていた。 
 第三に、普及が著しい養殖認証制度については、ASC、BAP（Best Aquaculture Practice）、
GLOBALGAP 養殖の 3つの国際認証スキーム間で競争が行われている。発足は養殖業界が中心とな
り設立され北米で普及している BAP が最も古いが、NGO が中心となり設立された後発の ASC が養
殖認証制度としては認知度が最も高く、主導的 PSR となっている。養殖認証は、公的な資源管理
体制が整備されていないと取得が難しい天然漁業の認証制度と異なり、認証取得を希望する事
業者の自助努力のみで取得が可能になる。そのため、MSC と異なり、先進国に認証取得漁業が偏
っておらず、ASC、BAP、GLOBALGAP 養殖ともに途上国でも認証取得が大きく伸びていることが明
らかになった。サステイナビリティの観点から見ると、基準の厳格性は、ASC＞BAP＞GLOBALGAP
養殖の順となっていた。GLOBALGAP 養殖が 3スキームの間で最も緩いのは、食品安全に重点を置
くスキームであることが影響している。天然漁業の認証と同様に FAO が水産認証ガイドライン
（養殖）を 2011 年に制定している。しかしながら、養殖向けのガイドラインは途上国の抵抗で
一般的かつ緩やかに設定されたため、基準が緩いローカル認証制度が誕生していくことになっ
た。GSSI は FAO のガイドラインに基づき認定基準を設定しているため、緩いローカル認証制度
でも承認されている。よって、天然漁業と同様に、GSSI は大手リテイルの調達基準として採用
されているものの、FAO や GSSI などのメタ・ガバナーが PSR の有効性を高める効果は天然漁業
よりも小さくなっていた。もっとも、普及が進みカスケードの段階に入っている 3つの国際認証
制度は、段階的に基準を厳格化させており、この 3国際認証制度のレジーム複合体としての有効
性は高まっていることが確認された。天然漁業及び養殖漁業に認証制度の普及の背景には、SDG14
「海の豊かさを守ろう」で海洋資源保全・持続的利用の強化が謳われたこと、また世界の上位 30
の水産会社・商社をサステイナビリティの観点から評価する Seafood Stewardship Index（SSI）
による社会的圧力が重要な役割を果たしていることが明らかになった。 
 第四に、農業については、欧州の大手リテイルが中心となり設立され、多様な農産物をカバー
する GLOBALGAP が主導的地位にある。GLOBALGAP は適正農業規範（GAP）を推進する認証制度で
あるが、ローカル GAP 認証制度の同等性認定スキームを有しており、多くのローカル認証制度が
認定を受けている。すなわち、GLOBALGAP も PEFC と同様にベンチマーキング・スキームとして
機能しているのである。GSSI とは対照的に GLOBALGAP の認定審査は厳格である。これは、
GLOBALGAP が「食品安全＋サステイナビリティ」のコンセプトの認証制度であることが作用して
いる。すなわち、認定審査が弛緩すると、認証取得農産品において食品事故を誘発することにな
り、GLOBALGAP の信頼性が大きく毀損させる恐れがあるためである。実際、一旦認定を受けたも
のの、改定された GLOBALGAP の基準を満たせない場合は、認定がすぐに取り消される。GLOBALGAP
の認定をとれないローカル GAP 認証は、食品安全に特化したベンチマーキング・スキームである
GFSI（Global Food Safety Initiative）の認定取得に流れていることが確認された。 
 社会的圧力や機運の影響については、SDGs が企業の CSR のスタンダードとなったことで、各
分野でサステイナビリティ認証制度の普及を後押ししていることが確認された。オリンピック・
パラリンピックについては、ロンドン（2012 年）、リオ（2016 年）で厳格な調達基準が採択され
たことで国際認証の普及が後押しされたが、東京オリンピック・パラリンピックでは国産品を調
達可能にすることが優先され、第三者認証も不要とする非常に緩やかな調達基準が採択された
ことで認証の普及が滞ることが懸念されたが、実際には受注会社が厳格な調達方針を自らとっ
たため、またオリンピックにより認証制度への注目が集まったことで、オリンピックを通じたサ
ステイナビリティ認証制度の普及が継続していることが明らかになった。 
 国際機関のメタ・ガバナーとしての役割は、法化水準が低いほど積極的になると仮定したが、
法化の水準が「農業＜養殖＜林業＜天然漁業」であるのに対して、FAO の認証制度に対するオー
ケストレーションの努力は天然漁業がもっとも高く、農業で最も弱いという予想とは逆の結果
となったことが確認された。少なくともサステイナビリティの分野では法化水準が低い国際機
関は、PSR に対するメタ・ガバナンス機能も弱まる傾向にあると考えられる。 
また、PSR のベンチマーキング・スキームの効果は、スキームの強靱性（基準の厳格性、審査
員の資質管理の厳格性、定期監査などにより定義）の高低によることが明らかになった。すなわ
ち、強靱性が低い場合は各 PSR の有効性を高める効果は限定的なものとなる。事例では、強靱性
が高い森林分野の PEFC、農業分野の GLOBALGAP に対して、強靱性が低い水産分野の GSSI では
PSR のラチェットアップ効果が低くなっていることが明らかになった。このことから、メタ・ガ
バナーとしてのベンチマーキング・スキームが PSR およびその複合体の有効性を高める効果を
発揮するには、スキームの強靱性を高める必要があることが明らかになった。このことは、メタ・
ガバナンス・スキームのメタ・ガバナーが必要であることを意味するが、それは NGO による監視
と批判に頼らざるを得ない。 
最後に、途上国市場の拡大にも関わらず FSC、MSC、ASC、BAP、GLOBALGAP などの認証の普及は
大きく伸びているものの、熱帯雨林の破壊の主要因となっている大豆、サトウキビ、牛肉では認



証制度の普及が非常に遅れていることが明らかになった。大豆では RTRS（Round Table on 
Responsible Soy)、サトウキビでは Bonscuro が主導 PSR であるが、マーケットシェアは非常に
小さい。特に途上国におけるローカル市場での消費が大部分で、途上国から先進国への輸出に回
される割合が小さい肉牛については認証の構築構想が頓挫している。すなわち、主に途上国で生
産され、途上国で消費される場合は、PSR による民間規制による補完は難しいと言える。 
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